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令和７年８月行事予定
日 曜 県協会・建産連・土木施工管理技士会 建災防・建退共 協同組合・火薬協会・保証会社

1 金 県協会　常務理事会・県との意見交換会�
二級土木施工管理技術第１次検定講習会

2 土

3 日

4 月 技士会　第２回技術委員会

5 火 技士会　技術セミナー（日向地区） 地山の掘削及び土止め支保工作業主任者技
能講習（延岡　７日まで）

6 水 技士会　技術セミナー（高千穂地区）

7 木

8 金

9 土

10 日

11 月 山の日 山の日 山の日

12 火

13 水

14 木

15 金

16 土

17 日

18 月

19 火 九州建設業協会　第１回労務対策委員会（福岡）

20 水 建産連　第１回生産システム委員会（東京）

21 木 鵬翔中学校「職業理解ガイダンス」 職長・安全衛生責任者教育（清武　22日まで） 火薬保安講習（高千穂）

22 金 技士会　監理技術者講習（宮崎）

23 土

24 日

25 月

26 火 丸のこ等取扱い作業従事者教育（清武）

27 水 技士会　技術セミナー（小林地区）

28 木 九州建設業協会　専務理事・事務局長会議（大分）

29 金 ローラーの運転の業務に係る特別教育�
（延岡　30日まで）

30 土

31 日 火薬類取扱責任者試験
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宮崎県建設業協会員数の推移

建設キャリアアップシステム
（CCUS）の登録状況

会員の異動状況

Monthly Association Construction Industry NEWS Monthly Association Construction Industry NEWS

年 度 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
年度当初 899 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495 487 478 476 472 473 469 473 471 472
入 会 数 82 20 11 24 8 7 8 9 4 11 8 1 4 3 6 8 13 4 13 8 1 0 4 3 9 3 10 2 6 3
退 会 数 33 11 22 24 31 28 25 50 32 30 45 150 61 32 21 13 12 16 7 12 9 9 6 7 8 7 6 4 5 1
年 度 末 948 957 946 946 923 902 885 844 816 797 759 610 553 524 509 504 505 493 499 495 487 478 476 472 473 469 473 471 472 474

※H8 支部として建築協会加入、H19 建築協会脱退（68社脱退）、R7は7.31現在
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【登録状況　2025.6.30時点】

技能者（名） 事業者（社） 建設業許可 
業者数（社） 登録率（%）一人親方除く

宮崎県 15,089 2,116 1,697 4,290 39.6
全　国 1,681,692 296,873 193,825 483,700 40.1

※建設業許可業者数は、令和７年３月末時点を参照

【会員企業の登録状況　2025.6.30時点】

土木格付 特A A B C 無 合　計建築格付有
会員企業数（社） 52 190 155 60 16 2 475
登　録　済（社） 52 178 89 29 2 0 350
登　録　率（%） 100.0 93.7 57.4 48.3 12.5 0.0 73.7

※土木格付の特AはJV含む

【代表者、組織、所在地等】
地 区 名 会　社　名 変更事項 変　更　前 変　更　後

宮 崎 ㈱ 大 塚 組 所 在 地 〒889-2151 
宮崎市大字熊野字正蓮寺604番地１

〒880-0928 
宮崎市東宮２丁目251番地

宮 崎 南 日 本 興 業 ㈱ 代 表 者 岩坂　玲子 大山　　真
日 向 ㈱ 八 栄 建 設 代 表 者 那須　照賢 椎葉　一美

【７月退会】
地 区 名 会　社　名 代表者名 退会日
宮 崎 ㈲ 川 添 組 川添　忠良 Ｒ7.7.31
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１．九州地方整備局との意見交換会を開催
　７月28日（月）にニューウェルシティ宮崎２階「高千穂」にて、九
州地方整備局との意見交換会が開催され、開会では九州地方整備局青
野企画部長と藤元会長による挨拶が行われた。
　情報提供では、「宮崎県内における発注の見通し」や「県立高校（農
業・工業）の入学選抜試験志願状況」、「完全週休２日の取組」、「職場
における熱中症対策の強化」等について説明があった。
　意見交換会では、以下の宮崎県建設業協会、九州地方整備局のテーマに沿って、「歩掛の改定」
や「完全週休２日への課題」、「猛暑における日当たり作業量の減少を加味した労務単価の設定」
についての各種要望等について活発な意見を交換した。
　最後に、九州地方整備局判田建政部長の総括で閉会となった。

１．宮崎県建設業協会からのテーマ
　①�令和８年度公共事業当初予算の増額確保と国土強靱化実施中期計画の具体的な進展について
　②高速道路の早期完成及び国県道の整備促進について
　③働き方改革と新４Ｋを実現するための施策について
　④�発注時期と施工時期の平準化、適正な工期の設定、歩掛の見直し並びに受注機会の確保につ

いて

２．九州地方整備局からのテーマ
　①担い手確保について
　②発注者の働き方改革の取り組みについて
　③夏場の働き方について

国土交通省　九州地方整備局
所　属　名 役　職　名 氏　名

企 画 部 部 長 青 野 　 正 志
〃 技 術 調 整 管 理 官 千 年 　 康 秀
〃 技 術 開 発 調 整 官 甲 斐 　 公 久
〃 技 術 管 理 課 長 後 川 　 英 樹

建 政 部 部 長 判 田 　 乾 一
〃 建 設 産 業 調 整 官 朝 崎 　 　 豊
〃 建 設 産 業 課 長 國 府 田 直 昭

営 繕 部 部 長 西 尾 　 達 司
〃 営 繕 品 質 管 理 官 田 﨑 　 俊 宏

宮崎河川国道事務所 事 務 所 長 大 嶋 　 一 範
延岡河川国道事務所 事 務 所 長 島 川 　 浩 一
川 内 川 河 川 事 務 所 事 務 所 長 亀 園 　 　 隆
鹿 児 島 営 繕 事 務 所 事 務 所 長 南 波 　 宏 志

国土交通省　九州地方整備局　随行者
所　属　名 役　職　名 氏　名

宮崎河川国道事務所 技 術 副 所 長 横 山 　 京 人
〃 技 術 副 所 長 田 脇 　 康 信
〃 技 術 副 所 長 弓 場 　 　 進
〃 総 括 保 全 対 策 官 増 尾 　 明 彦
〃 工 事 品 質 管 理 官 山 村 　 　 覚

延岡河川国道事務所 技 術 副 所 長 堤 　 　 宏 徳
〃 技 術 副 所 長 伊 東 　 良 二

川 内 川 河 川 事 務 所 技 術 副 所 長 吉 田 　 美 幸
〃 技 術 副 所 長 下 村 慎 一 郎

出 席 者 一 覧
所　属　名 役　職　名 氏　名

鹿 児 島 営 繕 事 務 所 技 術 課 長 梶 原 　 宏 幸
企画部　技術管理課 課 長 補 佐 東 島 　 栄 司

〃 工事品質確保係長 久 木 原 　 誠
〃 工 事 品 質 確 保 係 福 島 　 　 聖

宮崎県
所　属　名 役　職　名 氏　名

県 土 整 備 部 次 長 中 原 　 　 学
〃 技 術 企 画 課 主 幹 久 保 田 基 寛

（一社）宮崎県建設業協会
役　職　名 氏　名 備　考

会 長 藤 元 　 建 二 東諸地区建設業協会長
副 会 長 本 部 　 喜 好 宮崎地区建設業協会長

〃 河 野 　 与 一 小林地区建設業協会長
〃 黒 木 　 繁 人 日向地区建設業協会長

常 務 理 事 河 野 　 直 継 日南地区建設業協会長
〃 長 友 　 俊 美 都城地区建設業協会長
〃 池 田 　 　 博 西都地区建設業協会長
〃 木 村 　 尚 人 高鍋地区建設業協会長
〃 木 村 　 健 一 延岡地区建設業協会長
〃 工 藤 　 勝 利 高千穂地区建設業協会長

専 務 理 事 石 井 　 　 剛 事 務 局
常 務 理 事 樫 村 　 晃 弘 事 務 局
事 務 局 長 大 谷 幸 一 郎 事 務 局
土 木 農 林 課 長 中 野 　 忠 浩 事 務 局
業 務 係 長 山 尾 浩 太 郎 事 務 局

青野部長挨拶

判田部長総括

藤元会長挨拶

宮崎県建設業協会
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２．宮崎・延岡河川国道事務所との意見交換会を開催

　７月３日（木）に宮崎県建設会館にて、宮崎・延岡河川国道
事務所と国土交通委員会との意見交換会が開催され、開会では
宮崎河川国道事務所大嶋事務所長と黒木委員長による挨拶が行
われた。
　意見交換会では、「時間外労働上限規制適用に伴う課題」、「担
い手の確保・育成等」、「円滑な事業執行（不調・不落対策）」
をテーマとして、「４週８休制度の取扱い」、「地元企業への就
職・就業の優遇・促進の検討」、「発注時期の更なる平準化」、「熱
中症対策に資する現場管理費の補正」等について要望を行った。
　最後に、延岡河川国道事務所島川事務所長の総括で閉会と
なった。 意見交換会

黒木委員長挨拶大嶋事務所長挨拶 島川事務所長総括

３．令和７年度 第３回常務理事会を開催
　令和７年６月30日（月）14時30分、宮崎県建設会館
２階「委員会室」において樫村常務が定足数（11／13
名：会成立）の報告をして開会を宣し、議事に移った。
　開会挨拶で藤元会長が「連日、猛暑日が続いている。
熱中症を含め体調管理には十分注意をしていただきたい。
　７月３日から参議院議員選挙が始まり、７日には見
坂茂範個人演説会も開催される。この選挙は建設業の
未来にも繋がるため、期日前投票の周知等を含め協力
をお願いしたい。」と述べ、議事に移った。

　議題については次のとおり。

議題１ 県との意見交換会について

　　�　樫村常務が資料１に基づき、県との意見交換会
の出席者及び情報提供等について報告した。

議題２ 県有種牛の緊急避難時の流れ（案）について

　　�　大谷局長が資料２に基づき、県内で口蹄疫が発
生した場合の県有種雄牛の緊急避難の対応や県・
畜産改良事業団・県建設業協会・地区建設業業協
会の指示系統について周知し、承認された。

第３回常務理事会

宮建協
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議題３ 県有種牛の緊急避難時の流れ（案）について

　　�　樫村常務が資料３に基づき、国・県に対する政
策・予算等の要望（案）について報告し、承認さ
れた。

議題４ その他

（１）参議院議員選挙について
　　�　樫村常務が参考１に基づき、期日前投票や７月
７日の見坂茂範氏個人演説会等について報告し、
承認された。

（２）�その他
　　・�ながみね誠インターネット情報等について周知

した。

議題５ 常務理事会等協会行事について

　　�　樫村常務が参考２に基づき、８月26日（火）の
常務理事会及び10月末までの各種行事について報
告し、承認された。

　令和７年６月30日（月）16時、ホテルメリージュ宮
崎県建設会館５階会議室において、樫村常務が開会を
宣した。
　出席者については次のとおり。

◇宮崎県県土整備部
　中原次長（道路・河川・港湾担当）
　管　理　課：�小薗課長、兒玉課長補佐�

松田主幹、石ヶ野主任主事
　技術企画課：�植村課長、並河課長補佐�

久保田・山口主幹、�
永山・日高主査、頴川技師

　工事検査課：佐藤課長、黒木工事検査専門員
　盛土対策課：�前田課長、永峰課長補佐、�

亀岡・瀬戸山主幹、木田主査

◇宮崎県建設業協会
　常務理事会：�藤元会長�

本部・河野・黒木副会長、�
河野・有嶋・池田常務理事、�
木村（尚）・木村（健）常務理事

　事　務　局：�石井専務理事、�
樫村常務理事、�
大谷事務局長、�
中野土木農林課長、�
山尾業務係長、�
有馬コーディネーター

【藤元会長挨拶】
　本日もご多忙の中、意見交換会にご出席いただき感
謝申し上げる。
　今年は、５月後半に梅雨入りしたが先週末に早くも
梅雨明け宣言が出され、異常気象の一つではないかと
感じている。現状では大きな災害等は生じていないが、
例年７月の梅雨明け頃に大雨や河川の氾濫等が発生し
ているため、引き続き警戒を続けていきたい。
　また、新燃岳の噴火やトカラ列島近海の地震もあり
大規模災害への不安も高まっている状況がある。
　国においては、第一次国土強靱化実施中期計画の内
容が示されたため、県には来年度の事業予算の確保に
ついて、国への要望活動等をお願いしたい。
　これから本格的な夏を迎えることになるが、熱中症
対策が義務化されたこともあり、会員企業では今迄以
上に神経を使っている。意見交換会でも、熱中症対策
について質問等があるため、よろしくお願いしたい。

【中原次長挨拶】
　先週金曜に梅雨明けとなり、６月の梅雨明けは70年
ぶりとのことで非常に珍しいと感じている。
　６月に入ってからは連日30度を超える暑さが続いて
いるが、６月１日から労働安全衛生規則の改正により
職場での熱中症対策が義務化された。県内の建設業者
ではしっかりと対策をしていただいていると思うが、
引き続き万全の対応をお願いしたい。
　また、新燃岳の噴火も活発化しているため、特に都城�
・小林地区協会の皆様には引き続き注視をお願いする。

４．令和７年度 第３回宮崎県県土整備部と 
（一社）宮崎県建設業協会との意見交換会を開催

宮建協
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　今回は、５月の意見交換会での意見・要望への解説・
回答や令和８・９年度の入札参加資格認定について説
明する。
　引き続きよろしくお願いしたい。

◆県からの情報提供について
　県より、以下の事項に関し説明があった。

《管理課》
令和８・９年度の県建設工事等に係る入札参加資格の
認定について
●�令和８・９年度の入札参加資格において、土木一式・
建築一式の特Ａ級、舗装Ｂ級の下限額の引き上げを
実施する。また、技術等評価数値の評価項目、残留
措置の適用（新規）等の改正を行う。詳細について
は、７月17日～30日に３会場（宮崎・都城・延岡）
で開催する建設業者研修会で説明する。

◆前回の意見交換会の補足について
《盛土対策課》
盛土規制法に係る残土処理に関する対応について
●�21日以内に届出を行った残土処理場の取扱として
は、これまでどおり残土処理を行うことは可能であ
るが、届出は安全性等を審査したものではなく、あ
くまで工事情報を把握するためのものである。その
ため、人命等への影響が懸念される危険な状態と判
断されれば、行政指導・処分の対象となる。
　�　また、残土の受入価格の統一について要望があっ
たが、残土の受入価格の設定は、残土処理場の現場
条件、安全対策等の違いがあるため、個別に見積対
応とする。

《技術企画課》
現場環境改善費の熱中症対策について
●�令和７年６月１日の改正労働安全衛生規則の施行さ

れたことに伴い、現場の施設や設備に対する熱中症
対策（共通仮設費・現場環境改善費）について、現
場環境改善費率分に含まず積み上げ計上とする改定
をした。

工事成績評定点の平均点について
●�令和６年度の工事成績点については、公共三部・県

土整備部の平均点は85.1点であるが、災害加点を除
いた県土整備部の平均点は84.7点となる。等級別で
みると評定点平均が83点を下回る等級もある。

現場事務所・資機材置き場等の借地料について
●�現場事務所の設置撤去費用や土地・建物の借上げに

関する費用については、営繕費（諸経費）で計上し

ている。資機材置き場など、施工上必要なものにつ
いては、工事発注前に発注者が準備するのが基本で
ある。ただし、施工中に現場条件が変わった場合は、
役務費で計上といった方法もあるため、現場の担当
者や総括監督員と協議をして欲しい。

山間部の時間的制約を受ける土木工事の積算について
●�前回の意見交換会では、最寄りの市町村役場（支所

等を含む）からではなく、会社から45分を超える時
間分を移動時間にして欲しいとの要望があったが、
本制度は今年の１月から運用を開始したもので、ま
ずは本運用で実態の検証等をさせていただきたい。

◆意見交換会
（１）工事成績評定点について
協会→�県土整備部の土木一式工事において、工事成績

評定点満点の83点に対して、令和６年度の平均
点が85点を超えている状況となっているが、県
の今後の対応について教えていただきたい。

県　→�工事成績評定点の平均については、前回の意見
交換時で詳細を知りたいという要望があったこ
とから取りまとめたものである。県としては、
平均点を見ながら満点を変えるといったスタン
スではない。

協会→�前回の意見交換会では、総合評価入札であって
も工事成績評定点が満点の業者がほとんどで、
一般競争入札化していることが問題だと意見を
だしたが、この件についての対応を教えていた
だきたい。

県　→�数年前に工事成績評定点の満点を85点から83点
に下げた経緯もある。今後、書類の簡素化や限
定型工事の検査もでてくるため、それらを踏ま
えて検討したい。

協会→�農政関係と災害復旧による加点もあるため、そ
れらの工事が落ち着けば点数も多少は低くなる
と想定しているが、その他良い方法を検討して
いただきたい。

県　→�専門員会議の中で、点数の上昇について議論し
たところ、業者の努力によるところもあるが、
昔は品質管理のばらつき評定を10点以下でも評
定していたが、県の工事の規模では評定する項
目がないことから、今は評定をしていないこと
も影響しているようである。

　　　�　工事成績評定点の差別化については、評価基
準を厳しくするといった方法もあるが、その場
合には書類審査が厳しくなることが予想され、
書類簡素化には逆行することになる。

　　　�　また、点数が下がることによる技術者のモチ

宮建協
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ベーション低下にも繋がる可能性があり、総合
的に考える必要がある。技術企画課と検査課で
連携しながら検討したい。

協会→�書類の簡素化やモチベーション維持、各地区の
状況等も踏まえた設定にしていただきたい。

（２）�令和８・９年度の入札参加資格の認定に 
ついて

協会→�情報提供の令和８・９年度の入札参加資格では、
地域総合メンテナンス業務に関して、令和６・
７年度評価である「地域総合メンテナンス業務
委託契約を締結し、対象５か年の業務実績が１
回以上であれば評価（10点）」から①「地域維
持型JVとして契約を締結した場合に、その構
成員を評価（５点）」、②「対象５か年の各業務
の種別ごとの履行実績の合計に応じて評価（０
点～10点）」に見直すと説明があった。

　　　�　地域総合メンテナンス業務の履行実績は道路
巡視と河川巡視とで発生頻度が異なり、また、
このタイミングで過去５か年度の実績を求めら
れると同じJV構成員であっても、地域貢献の
点数の差が開きすぎる懸念がある。この見直し
についての考えを教えていただきたい。

県　→�今回は、企業毎に評価差が生じるような見直し
を行っており、実際の履行実績を評価すること
とした。地域貢献点については、地域総合メン
テナンス業務以外の項目でも加点されるため、

上限（50点）にも到達できるのではないかと考
えている。

協会→�各業務の種別毎に履歴実績を１件として数える
との説明があったが、道路巡視の場合は毎日実
施で１件カウント、異常時パトロールでは１回
出動で１件カウントとなるのか教えていただき
たい。

県　→�そのとおりである。対応日数を評価する考え方
もあるが、業務の差や評価の難しさがあるため、
今回はこの取扱いでご理解いただきたい。

協会→�JVの構成員数は現在、上限が13社と認識して
いるが、各社の従業員数も少なくなっている現
状があるため、構成員を増やすことも検討して
いただきたい。

県　→�構成員数については、以前から要望があること
は把握している。検討したい。

第３回意見交換会

５．宮崎県建設産業団体連合会 令和７年度通常総会を開催

　７月８日（火）に宮崎県建設会館にて、関連33団体が加入する宮崎県建設産業団体連合会（会長　藤元建二）の
通常総会を開催した。総会では、藤元会長の挨拶の後、次の２議案について審議が諮られ、いずれも原案通り承認
可決された。

第１号議案　令和６年度事業報告及び決算、剰余金処分（案）について
第２号議案　令和７年度事業計画（案）、収支予算（案）、会費徴収並びに入会金について

藤元会長挨拶 建産連通常総会

宮建協
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６．宮崎県建設業協会青年部連合会 令和７年度通常総会を開催

　宮崎県建設業協会青年部連合会（部会長　岩永敦嗣）は、令和７年度通常総会を６月27日（金）県建設会館にお
いて開催した。
　当日は、長谷川副部会長の議事進行のもと、次の２議案について審議が諮られた。

第１号議案　令和６年度事業報告及び収支決算並びに剰余金処分（案）について
第２号議案　�令和７年度事業計画（案）、収支予算（案）について

　２議案についていずれも原案通り承認可決された。

７．令和７年度 建設業社会貢献活動推進月間中央行事について

　７月24日（木）に経団連会館にて、全国建設業協会の令和７年度建設業社会貢献活動推進月間中央行事が開催さ
れた。
　行事内では建設業社会貢献活動功労者表彰式が行われ、本会からは串間市・高鍋・延岡地区協会が、昨年度の鳥
インフルエンザに係る防疫活動と土砂災害対応を評価され、社会貢献・SDGs功労者表彰を受賞した。
　表彰式では、全国建設業協会　今井会長より有嶋由紀夫会長・木村尚人会長・木村健一会長に賞状が授与された。

岩永部会長挨拶 通常総会

受賞者

表彰状（日向地区）

全景①

表彰状（串間市）

全景②

表彰状（高鍋地区）

宮建協
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73

８．宮崎県産業開発青年隊オープンキャンパスのお知らせ

宮建協
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９．令和７年度 テレビCM放送のご案内
　建設業は、地域インフラの整備、維持管理等を支える「地域の担い手」とともに、災害時には最前線で県民の安
全・安心の確保を担う「地域の守り手」として、今後ともその役割を果たしていかなければなりません。しかしな
がら、他の業界同様、建設産業への若者の入職が進んでいないのが現状であり、次世代の担い手に安心して将来を
託せる魅力ある産業を創っていくためにも人材を確保することが喫緊の課題であります。
　本会においては、建設産業の「担い手の確保」「業界のPR」を図るために、学生やその保護者を中心に県内住民
に向けた建設産業の「魅力」を発信することを目的として、平成27年度からテレビCMによるPR広報を行っており
ますが、本年度も継続して下記のとおり放映いたします。

 ◆CM展開①（UMK）　～番組提供枠～ 

１．放送期間	 令和７年４月５日（土）から
	 令和８年３月28日（土）まで
２．放送形態	 ○提供クレジット付き30秒CM、下記番組　毎週１回放送
	 ○UMK U-dokiの放送帯	（毎週土曜17：56～19：00）
	 　※特番等により、上記放送日・時間に変更が生じる場合あり
３．放送内容	 令和７年リニューアル版を順次放送
	 ◇リニューアル版「リクルート篇（30秒）」・「建設って大切篇（30秒）」

 ◆CM展開②（MRT）　～番組提供枠～ 

１．放送期間　令和７年４月５日（土）から
	 令和８年３月28日（土）まで
２．放送形態　○提供クレジット付き30秒CM、下記番組　毎週１回放送
	 ○MRT ニュースPlusの放送帯（毎週土曜18：50～19：00）
	 　※特番等により、上記放送日・時間に変更が生じる場合あり
３．放送内容　令和７年リニューアル版を順次放送
	 ◇リニューアル版「リクルート篇（30秒）」・「建設って大切篇（30秒）」

 《令和７年リニューアル版撮影協力機関・企業》 

○舗装工事撮影、開通前道路上における青年部集合撮影
　協力機関：宮崎河川国道事務所　都城志布志道路　乙房IC～高木IC間
○工事現場撮影、ICT施工撮影
　協力機関：宮崎県宮崎土木事務所　宮崎西環状線　古城工区　道路改良工事
　協力企業：（株）ダイニチ開発
○ICT関係
　協力企業：日新興業（株）
○青年隊撮影
　協力機関：宮崎県産業開発青年隊
○モデル出演者
　リクルート篇　：宮崎県建設業協会　会員企業　２社より
　建設って大切篇：宮崎タレント 濱田詩朗、協会青年部有志

令和７年度 放映日のご案内

YouTube
チャンネル
あります！

宮建協
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１．令和８年３月新規学校卒業者の採用・選考スケジュール

宮崎労働局職業安定部ハローワーク（公共職業安定所）

雇用改善コーナー
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２．若者・女性が活躍できる宮崎に向けて～企業向け支援策のご案内～

女性にやさしい職場づくり応援奨励金等
女性の活躍推進や働きやすい環境整備に取り組む企業を支援します。
※「みやざき女性の活躍推進会議」入会、従業員規模などの要件あり

○〔Type.A〕奨励金 100万円/社
厚労省のえるぼし認定を受けた（認定段階のアップを含む）場合、100万円

○〔Type.B〕奨励金最大100万円/社
積極採用や管理職登用、多様な働き方など、女性活躍のための取組を行った場合、
取組内容と目標達成状況に応じて15～100万円

○〔Type.C〕補助金最大60万円/社
女性が働きやすい職場環境の整備を行った場合、その経費の一部（補助率2分の1）を補助

生活・協働・男女参画課女性活躍推進室 TEL(0985)26-7040

男性育児休業取得奨励金
男性従業員が4週間以上の育休を取得した場合、次の奨励金（累計100万円/年を上限）を給付します。

〇育休取得者に対して育児休業給付金とは別に手当を支給した場合
→4週間あたり上限5万円 ※出生後休業支援給付金の支給期間は対象外

〇男性従業員が育休を取得した場合
→定額25万円 ※年度１回限り

〇育休取得者の育休期間中に代替人員として新たな従業員を雇用した場合
→育休取得者１人あたり定額20万円

〇育休取得者の所属部署で業務代替者への手当を支給した場合
→育休取得者１人あたり上限20万円

職場復帰奨励金
育休取得後の円滑な職場復帰を奨励金で支援します。

○対象者 国の両立支援等助成金（育児休業等支援
コース）「職場復帰時」の助成金支給を受け
た「ひなたの極」認証企業

○金額 15万円（第2子以降は5万円加算）
雇用労働政策課労政福祉担当 TEL(0985)26-7106

働きやすい職場「ひなたの極」認証
ワーク･ライフ･バランス実現に向けた

職場環境づくりを積極的に行い、特に
優れた取組成果が認められる事業所を
" 働きやすい職場『ひなたの極』"
として認証します。

雇用労働政策課労政福祉担当 TEL(0985)26-7106 中小企業融資制度
○創業・新分野進出支援貸付(創業)
・融資対象者 新たに事業を開始する、又は

開業後５年未満である中小企業
・融資限度額 設備・運転の合計で3,500万円
・融資期間 設備10年以内、運転7年以内
・融資利率 年1.0～1.5％
・保証料率 女性・若者は年0％

ひなた創生のための奨学金返還支援
県が認定する支援企業に就職する若者等に対し、奨学金の返還に係る支援金を給付します。
○支援内容 若者等が就職して1年･3年･5年が経過した時に、在学中に貸与を受けた奨学金の返

還額の2分の1の額（学校区分に応じて最大150万円）を給付
○対象者 支援企業に正規雇用で就職する大学、高等専門学校、専修学校、高等学校の在学生又は

既卒者で、就職して５年間、県内の事業所等で就業する方
○企業負担 支援金の4分の1相当額 産業政策課産業企画・外国人材担当 TEL(0985)26-7967

産業ＤＸ推進事業費補助金
デジタルを活用した生産性向上、経営

改革（ＤＸ）の取組を支援します。
○導入タイプ ○発展タイプ
・補助率 2分の1以内 ・補助率 2分の1以内
・上限額 250万円 ・上限額 1,000万円

産業政策課産業デジタル担当 TEL(0985)26-7682

女性・若者応援！起業チャレンジ支援

○ビジネスプランコンテスト開催
コンテスト受賞者に起業に必要な経費を補助

・対象 35歳未満の若者又は女性
・テーマ 地域課題解決に資するもの
・補助率 ２分の１以内
・上限額 1位:300万円×1 2位:250万円×1

3位:200万円×1 特別賞:150万円×2

若者・女性が働きやすい職場づくりを支援 若者・女性の確保・育成を支援

みやざきビジネスアカデミー（ひなたMBA）
産学金労官が一体となって人材育成に取り組みます。

○経営者、管理者等の各職階に応じた講座
○時代の潮流を踏まえたテーマの講座
（若者定着、女性活躍推進、外国人材育成等）
産業政策課産業企画・外国人材担当 TEL(0985)26-7967

未来を担う建設人材育成・確保事業
若者・女性を対象にデジタル関連の資格  (建設

ディレクター等)取得を支援します。
○補助率 ２分の１以内
○上限額 １人あたり82,500円

(公財)宮崎県建設技術推進機構 TEL(0985)20-1830

若者・女性のチャレンジや資金調達を支援

宮崎県男女共同参画センター
男女共同参画社会づくりを推進するため、各種相談に応じたり、アウトリーチ型支援を行っています。
◆女性の活躍推進アウトリーチ型総合支援
・視察受入企業の紹介やアドバイザーの派遣
・対象者別社内研修などのパッケージの提供

宮崎県男女共同参画センター TEL(0985)32-7591

みやざき女性就業支援センター

次の活動を通じて企業の人材確保をサポートします。
①多様な働き方の求人開拓、②求人アドバイス、
③雇用環境改善提案、④求人・求職マッチング、
⑤「みやざき女性人材バンク」に登録いただいた場合、
就業希望の女性の人材データの提供やマッチングなど

みやざき女性就業支援センター TEL(0985)41-8650

みやざき女性の活躍推進会議

参加企業同士の情報交換、行政や関
係団体との意見交換に加え、経営者・
管理職向けの研修会､女性管理職等を対
象とした女性リーダー育成塾などを実
施しています。

生活・協働・男女参画課女性活躍推進室
TEL(0985)26-7040

◆女性のつながりサポート相談
・キャリアアップ、復職などの相談、情報提供
・県内で活躍する「ひむかWOMAN」の紹介、
メンターの派遣

女性のつながりサポート相談
TEL(0985)29-8544

相談窓口・情報提供などのご案内

ひなたの出逢い・子育て応援運動
希望どおりに家族を持つことができ、子育てが楽

しいと感じられる宮崎の実現に向けて
県民、行政、関係団体、事業所などが
連携・協働して、積極的に応援します。

こども政策課計画担当
TEL(0985)44-2602

こども政策課計画担当
TEL(0985)44-2602

○みやざき成長産業育成貸付(働き方改革等)
・融資対象者 「ひなたの極」認証を受けるなど、

働きやすい職場づくりを行う中小企業
・融資限度額 設備・運転の合計で5,000万円
・融資期間 設備10年以内、運転7年以内
・融資利率 年1.0～1.7％
・保証料率 年0.35～1.7％

商工政策課経営金融支援室 TEL(0985)26-7097

○地域魅力向上による女性・若者の県内定着応援
地域の魅力向上を図る起業に必要な経費を補助

・対象 性別・年齢制限なし
・テーマ 女性や若者にとっての魅力的な地域づくり

に資するもの
・補助率 ２分の１以内 ・上限額 100万円

商工政策課商工団体・商業振興担当 TEL(0985)26-7098

地域金融機関や信用保証協会と一体となって資金調達を支援します。

地域課題の解決に取り組む若者・女性や魅力的な地域づくりに取り組む方の起業を応援します。

相談窓口・情報提供などのご案内

雇用改善
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女性にやさしい職場づくり応援奨励金等
女性の活躍推進や働きやすい環境整備に取り組む企業を支援します。
※「みやざき女性の活躍推進会議」入会、従業員規模などの要件あり

○〔Type.A〕奨励金 100万円/社
厚労省のえるぼし認定を受けた（認定段階のアップを含む）場合、100万円

○〔Type.B〕奨励金最大100万円/社
積極採用や管理職登用、多様な働き方など、女性活躍のための取組を行った場合、
取組内容と目標達成状況に応じて15～100万円

○〔Type.C〕補助金最大60万円/社
女性が働きやすい職場環境の整備を行った場合、その経費の一部（補助率2分の1）を補助

生活・協働・男女参画課女性活躍推進室 TEL(0985)26-7040

男性育児休業取得奨励金
男性従業員が4週間以上の育休を取得した場合、次の奨励金（累計100万円/年を上限）を給付します。

〇育休取得者に対して育児休業給付金とは別に手当を支給した場合
→4週間あたり上限5万円 ※出生後休業支援給付金の支給期間は対象外

〇男性従業員が育休を取得した場合
→定額25万円 ※年度１回限り

〇育休取得者の育休期間中に代替人員として新たな従業員を雇用した場合
→育休取得者１人あたり定額20万円

〇育休取得者の所属部署で業務代替者への手当を支給した場合
→育休取得者１人あたり上限20万円

職場復帰奨励金
育休取得後の円滑な職場復帰を奨励金で支援します。

○対象者 国の両立支援等助成金（育児休業等支援
コース）「職場復帰時」の助成金支給を受け
た「ひなたの極」認証企業

○金額 15万円（第2子以降は5万円加算）
雇用労働政策課労政福祉担当 TEL(0985)26-7106

働きやすい職場「ひなたの極」認証
ワーク･ライフ･バランス実現に向けた

職場環境づくりを積極的に行い、特に
優れた取組成果が認められる事業所を
" 働きやすい職場『ひなたの極』"
として認証します。

雇用労働政策課労政福祉担当 TEL(0985)26-7106 中小企業融資制度
○創業・新分野進出支援貸付(創業)
・融資対象者 新たに事業を開始する、又は

開業後５年未満である中小企業
・融資限度額 設備・運転の合計で3,500万円
・融資期間 設備10年以内、運転7年以内
・融資利率 年1.0～1.5％
・保証料率 女性・若者は年0％

ひなた創生のための奨学金返還支援
県が認定する支援企業に就職する若者等に対し、奨学金の返還に係る支援金を給付します。
○支援内容 若者等が就職して1年･3年･5年が経過した時に、在学中に貸与を受けた奨学金の返

還額の2分の1の額（学校区分に応じて最大150万円）を給付
○対象者 支援企業に正規雇用で就職する大学、高等専門学校、専修学校、高等学校の在学生又は

既卒者で、就職して５年間、県内の事業所等で就業する方
○企業負担 支援金の4分の1相当額 産業政策課産業企画・外国人材担当 TEL(0985)26-7967

産業ＤＸ推進事業費補助金
デジタルを活用した生産性向上、経営

改革（ＤＸ）の取組を支援します。
○導入タイプ ○発展タイプ
・補助率 2分の1以内 ・補助率 2分の1以内
・上限額 250万円 ・上限額 1,000万円

産業政策課産業デジタル担当 TEL(0985)26-7682

女性・若者応援！起業チャレンジ支援

○ビジネスプランコンテスト開催
コンテスト受賞者に起業に必要な経費を補助

・対象 35歳未満の若者又は女性
・テーマ 地域課題解決に資するもの
・補助率 ２分の１以内
・上限額 1位:300万円×1 2位:250万円×1

3位:200万円×1 特別賞:150万円×2

若者・女性が働きやすい職場づくりを支援 若者・女性の確保・育成を支援

みやざきビジネスアカデミー（ひなたMBA）
産学金労官が一体となって人材育成に取り組みます。

○経営者、管理者等の各職階に応じた講座
○時代の潮流を踏まえたテーマの講座
（若者定着、女性活躍推進、外国人材育成等）
産業政策課産業企画・外国人材担当 TEL(0985)26-7967

未来を担う建設人材育成・確保事業
若者・女性を対象にデジタル関連の資格  (建設

ディレクター等)取得を支援します。
○補助率 ２分の１以内
○上限額 １人あたり82,500円

(公財)宮崎県建設技術推進機構 TEL(0985)20-1830

若者・女性のチャレンジや資金調達を支援

宮崎県男女共同参画センター
男女共同参画社会づくりを推進するため、各種相談に応じたり、アウトリーチ型支援を行っています。
◆女性の活躍推進アウトリーチ型総合支援
・視察受入企業の紹介やアドバイザーの派遣
・対象者別社内研修などのパッケージの提供

宮崎県男女共同参画センター TEL(0985)32-7591

みやざき女性就業支援センター

次の活動を通じて企業の人材確保をサポートします。
①多様な働き方の求人開拓、②求人アドバイス、
③雇用環境改善提案、④求人・求職マッチング、
⑤「みやざき女性人材バンク」に登録いただいた場合、
就業希望の女性の人材データの提供やマッチングなど

みやざき女性就業支援センター TEL(0985)41-8650

みやざき女性の活躍推進会議

参加企業同士の情報交換、行政や関
係団体との意見交換に加え、経営者・
管理職向けの研修会､女性管理職等を対
象とした女性リーダー育成塾などを実
施しています。

生活・協働・男女参画課女性活躍推進室
TEL(0985)26-7040

◆女性のつながりサポート相談
・キャリアアップ、復職などの相談、情報提供
・県内で活躍する「ひむかWOMAN」の紹介、
メンターの派遣

女性のつながりサポート相談
TEL(0985)29-8544

相談窓口・情報提供などのご案内

ひなたの出逢い・子育て応援運動
希望どおりに家族を持つことができ、子育てが楽

しいと感じられる宮崎の実現に向けて
県民、行政、関係団体、事業所などが
連携・協働して、積極的に応援します。

こども政策課計画担当
TEL(0985)44-2602

こども政策課計画担当
TEL(0985)44-2602

○みやざき成長産業育成貸付(働き方改革等)
・融資対象者 「ひなたの極」認証を受けるなど、

働きやすい職場づくりを行う中小企業
・融資限度額 設備・運転の合計で5,000万円
・融資期間 設備10年以内、運転7年以内
・融資利率 年1.0～1.7％
・保証料率 年0.35～1.7％

商工政策課経営金融支援室 TEL(0985)26-7097

○地域魅力向上による女性・若者の県内定着応援
地域の魅力向上を図る起業に必要な経費を補助

・対象 性別・年齢制限なし
・テーマ 女性や若者にとっての魅力的な地域づくり

に資するもの
・補助率 ２分の１以内 ・上限額 100万円

商工政策課商工団体・商業振興担当 TEL(0985)26-7098

地域金融機関や信用保証協会と一体となって資金調達を支援します。

地域課題の解決に取り組む若者・女性や魅力的な地域づくりに取り組む方の起業を応援します。

相談窓口・情報提供などのご案内

雇用改善
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３．障がい者雇用を検討されている企業の皆様へ

障がいのある方が、訓練先として県より委託された事業所（企業、ＮＰＯ法人、社会福祉法人等）

の現場において実際の作業実習を行います。雇用は義務ではありませんが、一定期間、実力や適性を

見極めた後に採用するかどうか考えることができるため、事業主の方にとって有意義な制度です。   

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対対象象者者  

（（訓訓練練生生））  

障がい（精神・発達・知的・身体・難病等）のある方で障害者手帳を有している方、

または医師の意見書等で障がいの程度の確認ができる方。訓練開始日現在で住民票が

宮崎県内にある方。職業訓練の受講により就職に必要な技能習得及び就労が見込める

方。公共職業安定所に求職申込を行っている方。 

訓訓練練期期間間  約 1 か月～３か月 

訓訓練練時時間間  月約 100 時間前後（下限：６０時間／月） 

※訓練事業所（作業内容）や訓練生の状況により、期間や時間の設定を行います。 

訓訓練練内内容容  各事業所現場で、業務内容に沿った作業実習を行わせてください 

より実践的な職業能力の習得を図ります 

※現場で作業の切り出しを行うことにより、現従業員の業務遂行がスムーズになるよ

うな補助作業、実際に雇用を見越した業務など 

委委託託料料  訓練受託事業所には、訓練修了後委託料が支払われます。 

※※訓訓練練生生 11 人人／／月月額額  

中中小小企企業業：：９９００，，００００００円円（（税税別別））    

中中小小企企業業以以外外：：６６００，，００００００円円（（税税別別）） 

そそのの他他  ・訓練中の事故などに対して、労働災害保険（公費負担）と災害損害保険（個人負担）

に加入します。 

・訓練後の雇用義務はありませんが、雇用に向けての相談もいたします。 

障がい者委託訓練（実践能力習得訓練コース）とは 

 

・・障がい者雇用を進めたいが、どうしたらよいのだろう･･･？ 

・障がい者雇用をしたことがないので、いきなり雇用するの

には不安がある。 

・実際にどのくらいの業務が出来るのだろうか･･･？ 

このような想いを抱えられた事業主の皆様におすすめします 

訓練概要 

を実施してみませんか？  
（（実実践践能能力力習習得得訓訓練練ココーースス））  

障がい者雇用を検討されている企業の皆様へ 

雇用改善
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障害者職業訓練コーディネーターが関係機関と連携しながら、日程調整から訓練受入まで

の事務手続き等の支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訓訓練練受受入入ままででのの手手続続きき  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

宮崎県障がい福祉課 
にお問合せ

管轄のハローワーク 

コーディネーターが訪問し、作業内容
や日程等の確認をし、訓練希望者を募
集しマッチングを行います 
 
 

担当者（コーディネーター、支援員
等）が事業所を訪問し、訓練日程、
作業内容等の打合せを行います 

訓訓練練希希望望のの対対象象者者ががいいるる場場合合  

県と委託契約を締結します 訓練希望者決定後、再度日程・訓練期
間の調整を行い、県と委託契約を締結
します 

障障ががいい者者雇雇用用をを進進めめたたいいがが、、対対象象ととななるる人人ががいいなないい場場合合  

場場合合  

おお問問いい合合わわせせ先先  

宮宮崎崎県県宮宮崎崎市市橘橘通通東東２２丁丁目目 1100 番番１１号号  

宮宮崎崎県県障障ががいい福福祉祉課課  障障ががいい者者・・就就労労支支援援担担当当  

☎☎  ００９９８８５５－－２２６６－－７７００６６８８  

訓練開始 

訓練開始 

訓練受託事業所は随時募集
しています！ 
お気軽にご相談ください 

障障ががいい者者委委託託訓訓練練ののメメリリッットトととはは･･････  

◆委託訓練を行うことで、障がい者雇用を体験することができ、障がい者雇用についての知識・技術 

（作業手順や職場のルールの伝え方、業務遂行力の把握、必要な配慮等）を獲得できます。 

◆障がいのある方と一緒に業務を行うことで、職場内の意識改革や活性化を図ることができます。 

◆訓練期間が長いので、固定した業務内容だけでなく、違う業務を試すことも出来ます。 

◆障がいがある方にとっては、仕事内容や環境が自分に合うか確認でき、社会経験も深まります。 

◆訓練期間中は、就労支援機関や障害者職業訓練コーディネーターでサポートします。 

雇用改善
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３．建退共宮崎県支部取扱状況（５月分）

　　　 共済契約者
（社）

被共済者
（名）

手帳更新
件数（件）

退職金支給状況 掛金収納状況（千円）件数（件） 金額（円）
４月末計 2,517 29,679

５月分 774 168 176,476,936 前 月 分 47,612
加　　入 1 109
脱　　退 5 156 今年度総累計 1,694 278 291,216,315 当 年 度

累 計 47,612
５月末計 2,513 29,632 （2025年５月） 

１．建退共事務担当者研修会を開催しました
　令和７年６月11日（水）に小林市文化会館にて、建退共
の事務担当者研修会を開催し、55社の事業所にご参加いた
だきました。
　今後とも建退共制度へのご理解、ご協力をよろしくお願
い致します。

内容　①建退共制度概要
　　　②�加入履行証明願について（受払簿の書き方）
　　　③よくある質問

※当日は、宮崎県建設業協会取扱保険の説明も併せて開催。

２．建退共加入履行証明について（経営事項審査用）
　建退共宮崎県支部では、加入労働者（被共済者）が働いた出勤日数（公共・民間、また元請・下請問わず）に応
じて、決算期間内に共済証紙の購入・退職金ポイントの充当及び手帳の更新を適正に行われている場合に限り、発
行しています。

◎必要書類
　①加入履行証明願 （宮崎県支部HPよりダウンロートする際は２枚）
　②共済手帳受払簿 （決算期間内分）
　③共済証紙受払簿 （決算期間内分）
　④元請・下請で建退共証紙の受け渡しがある場合には、受領書の写し
　⑤証明料200円 （郵送の場合は、郵便局の定額小為替200円分）
　⑥返信用封筒A4サイズ （会社の住所記入、180円切手貼付）

　詳細は建退共宮崎県支部HP（https://kentaimiyazaki.com）をご覧ください。

建退共
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２．令和７年度 １級土木施工管理技術「第二次検定」 
受験準備講習会のご案内

　本年の１級土木施工管理技術「第一次検定」は７月６日（日）に実施されました。
　第二次検定（10月５日（日））に向けた講習会を次のとおり開催します。令和３年度以降に第一次検定に合格後、
１級土木施工管理技士補を取得し、所定年数の実務経験をされた方が対象になります。

１級　第二次検定講習　（４日間を２回に分けて開催）

日 時
１回目 令和７年９月 １日（月）～　９月 ２日（火）
２回目 令和７年９月 ８日（月）～　９月９日（火）

受 講 金 額 会員：25,000円　・非会員：30,000円（テキスト代は別）
場　　　所 宮 崎 県 建 設 会 館（宮崎市橘通東２丁目９番１９号）
問い合わせ 宮崎県土木施工管理技士会（０９８５－３１－４６９６）

資格取得等に要する経費（受験料・受講料）の一部補助のお知らせ

宮崎県建設技術推進機構が実施している「宮崎県建設産業キャリアアップ支援事業」により受験料、講座
受講料（教材含む）の一部が助成されます。

詳しくは宮崎県建設技術推進機構（TEL：0985-20-1830）へお問い合わせください。

１．令和７年度 技術セミナー開催のご案内
　宮崎県土木施工管理技士会では、今年度もCPDS認定講習の技術セミナーを開催しています。
　７月に【日南会場】、【西都会場】を開催し、25社39名が受講されました。
　８月以降の日程につきましては下記のとおりです、まだ申込可能です。ふるってご参加ください。　

日　程 対象地区協会 会　場 日　程 対象地区協会 会　場
８月５日（火） 日　向 日向市 ９月17日（水） 宮崎・東諸 宮崎市
８月６日（水） 高千穂 高千穂町 ９月25日（木） 延　岡 延岡市
８月27日（水） 小　林 小林市 ９月30日（火） 都　城 都城市

　なお、申し込みの詳細については、宮崎県土木施工管理技士会または、各地区協会へお問い合わせください。

【日南会場】 【西都会場】

技士会
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５．ドローン国家資格（二等無人航空機操縦士）取得に 
向けた講習の案内について

　宮崎県土木施工管理技士会では、（一社）日本UAS産業振興協議会（JUIDA）の認定を受けている、ドローンア
ビエイション（株式会社ムカサ企画室運営ドローンスクール）と共催して、国家資格取得のためのドローンスクー
ルを開催いたします。
　なお、国家資格取得試験において実地試験が免除される「国家無人航空機講習修了証明書」が取得できます。
　令和７年度はこれまで、20名の方が受講され修了されています。
　随時受付しておりますので、宮崎県土木施工管理技士会へ申込してください。

◆ 講習期間：最大６日間（３つのコースを設定）随時受付　◆ 費用：会員 142,000円～382,000円
　厚生労働省の「人材開発支援助成金」の補助対象となります。
　また、若者（35歳未満）又は女性は、宮崎県建設技術推進機構が実施している「宮崎県建設産業キャリアアップ支援事業」
による助成もあります。
　詳しくは、「人材開発支援助成金」については（株）ムカサ企画室（TEL：0985-82-0808）、「宮崎県建設産業キャリアアッ
プ支援事業」については宮崎県建設技術推進機構（TEL：0985-20-1830）にお問い合わせください。

４．工事検査に関するアンケート調査について
　宮崎県工事検査課より、工事検査に関する受注者の意見を把握するため、引き続きアンケート調査への協力依頼
がきております。下記の通りアンケート方法を従来の電子メール方式からインターネットWeb方式に変更となっ
ておりますので、ご協力をお願い致します。

１．アンケートの対象
　・環境森林部、農政水産部、県土整備部発注の工事
　・当初設計金額１千万円以上の完成検査を受検した工事
２．アンケートの方法
　◆インターネット方式（パソコンまたはスマートフォン）
　　�パソコンのブラウザで右記のアドレスを入力するか、�
スマートフォンでQRコードを読み込んでください。（概ね５分程度）

３．提出期限（目安）
　�　完成検査受検後、概ね２週間以内を目安に、入力してください。アンケートは 匿名 になっています。

〈アドレス〉
https://ttzk.graffer.jp/pref-miyazaki/ 
smart-apply/surveys-alias/kensa01

〈QRコード〉

　　　　　　

３．令和７年度「監理技術者講習」についてのお知らせ
　令和６年度の（一社）全国土木施工管理技士会連合会主催の「監理技術者講習」は、11月20日（水）で終了しま
した。４月から11月の計６回開催し、合計で193名の方が受講されております。
　技士会の監理技術者講習は経験豊かな講師による対面式講習会
となっており、最新の情報を提供していただけるなど大変好評を
得ておりますので、他団体で受講されている方で令和７年に講習
を予定されている方は、ぜひ技士会の講習会をお願い致します。
　また、受講の期限が前回受講から５年目の12月末までとなりま
すので、自分の都合の良い日程で受講する事が可能です。
　なお、令和７年の予定は右記のとおりです。

日　　程 場　　所

令和７年　８月２２日（金） 宮崎県建設会館

令和７年１０月１６日（木） 都城建設会館

令和７年１１月２０日（木） 宮崎県建設会館

技士会
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１．下請セーフティネット債務保証制度について

宮宮崎崎県県建建設設事事業業協協同同組組合合

債債権権譲譲渡渡はは２２種種類類！！

　県・宮崎市・延岡市・串間市発注工事は、新債権譲渡承諾依頼書及び契約証書で契約

上記以外の発注工事は、従来請負工事代金債権譲渡契約書で契約

制制度度のの概概要要・・メメリリッットト
　公共工事を受注・施工中（完成を含む）の組合員等が、発注者から将来受け取る

工事請負代金債権を当協同組合に譲渡することにより、工事出来高の範囲内で貸付

けを受けられる公的制度です。

便便　　利利！！
  債権譲渡することにより、必要な時に貸付を受けられるので、大変便利です。

　特に県、宮崎市、小林市、えびの市、串間市発注工事は保証人は必要ありません。

　工事出来高の範囲内であれば、必要な額を何度でも借入できます。

経経審審のの評評点点アアッッププ！！
　本制度を利用した工事金は、経営事項審査の経営状況分析における負債合計額から控除できるので、

経営事項審査の評点アップにつながります。

共共同同購購買買事事業業にによよりり資資材材調調達達ががででききまますす！！ 《《県県、、宮宮崎崎市市、、串串間間市市発発注注工工事事限限定定》》

　新債権譲渡契約書では、組合から資材の供給が受けられます。《組合共同購買事業を利用》

資材は、当該工事の出来高率により供給を受け、代金の支払いは、工事完成金で相殺できます。

《上記以外の発注工事では、共同購買事業はご利用できません。》

○

○

○

１.債権譲渡承諾依頼書及び契約証書 ○

○

２.請負工事代金債権譲渡契約書 ○

○ ○

○

○

○

○

ⅣⅣ　　下下請請セセーーフフテティィネネッットト債債務務保保証証制制度度ににつついいてて

必要書類

書　類　名 県・宮崎市・串間市 左記以外の国・市町村工事小林市・えびの市 延岡市

７.請負工事出来高証明書 ○

８.支払状況・支払計画書

○ ○

９.約束手形 ○ ○

10.金銭消費貸借契約書 ○

５.誓約書 ○

６.連帯保証書 ○

○

○

３.借入申込書 ○ ○

４.工事履行報告書及び出来高確認書 ○

○

○

○

11.請求書 ○ ○

事業協同組合
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制制度度のの基基本本的的なな仕仕組組みみ！！

○金利及び事務手数料
※　事務手数料、０．２％が加算されます。

※　金利は、金融情勢により変動します。

新新貸貸付付！！ 　　《《県県・・宮宮崎崎市市・・延延岡岡市市・・串串間間市市ででのの発発注注工工事事》》新新債債権権譲譲渡渡契契約約書書ででのの契契約約時時

　請負額の９０％以内で、且つ出来高の範囲内で資金の貸付けをします。また、発注者より前払金を受け

　取った場合は、出来高金額より前払金、違約金等を控除した残額の範囲内です。（部分払金も含みます）

　（例）請負金額１，１００万円、前払金４４０万円、出来高率８０％で借入の場合

※貸付金額は、計算額の範囲内となります。

　　《当該工事の完成後》

　　　（１）発注者から協同組合へ債権譲渡額６６０万円が支払われます。

　 　　　　債権譲渡額＝（１，１００万円《請負金額》－４４０万円《前払金》）

　　　（２）協同組合は貸付金２９７万円を清算し、手数料等を差し引いた残金を元請業者に返還します。

組組合合貸貸付付！！ 　　《《県県・・宮宮崎崎市市・・延延岡岡市市・・串串間間市市以以外外ででのの発発注注工工事事》》従従来来権権譲譲渡渡契契約約書書ででのの契契約約時時

　請負額の９０％以内で、且つ出来高の範囲内で資金の貸付けをします。また、発注者より前払金を

　受け取った場合は、出来高金額より前払金等を控除した残額の範囲内です。（部分払金も含みます）

　（例）請負金額１，１００万円、前払金４４０万円、出来高率８０％で借入の場合

※貸付金額は、計算額の範囲内となります。

　　《当該工事の完成後》

　　　（１）発注者から協同組合へ債権譲渡額６６０万円が支払われます。

　 　　　　債権譲渡額＝（１，１００万円《請負金額》－４４０万円《前払金》）

　　　（２）協同組合は貸付金３５２万円を清算し、手数料等を差し引いた残金を元請業者に返還します。

〒880-0805　宮崎県宮崎市橘通東２丁目９－１９　宮崎県建設会館２階
0985－23－3691 0985－23－3599
https://mkkumiai.main.jp   E-mail　mk-info@mkkumiai.main.jp

出来高率 貸付金額

TEL FAX
URL

請負額　×　出来高率　×　９０％《担保掛目》　－　受領済額

宮宮 崎崎 県県 建建 設設 事事 業業 協協 同同 組組 合合

（１，１００万円×８０％－４４０万円－１１０万円）×９０％＝２９７万円
９９％以下

請負額　×　出来高率　×　９０％《担保掛目》　－　受領済額

貸付金額
１，１００万円×８０％×９０％－４４０万円＝３５２万円

（ 請負額×出来高率－受領済額－違約金 ）×９０％《担保掛目》

100％（完成）

組　合
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１．令和７年度 安全衛生に係る宮崎労働局長表彰について
　「安全衛生に係る宮崎労働局長表彰」は、地域の中で安全衛
生成績が高い水準に達し、他の模範と認められる優良事業場等
に対し表彰を行っているもので、その授与式は、毎年、全国労
働安全週間中に行われていますが、本年度は、７月１日（火）
に宮崎労働局で開催され、事業場と個人が受賞されました。

　建設業関係の受賞者は次のとおりです。

【優　良　賞】
　〇前田・坂下・山崎特定建設工事共同企業体　
　　令和２年度交建防安第49-8-5号石波工区
　　（仮称）石波トンネル工事（２工区） （写真左）

【奨　励　賞】
　〇株式会社熊谷組　九州支店
　　水ケ崎発電所土木設備更新工事（写真右）

２．自然災害からの復旧・復興工事安全衛生支援事業の 
お知らせ

　建設業労働災害防止協会宮崎県支部では、令和４年度より「自然災害からの復旧・
復興工事安全衛生確保支援事業」を行っています。
　当支部で委嘱しました指導員が、現場指導（現場パトロール）や安全衛生教育を無
料で行っていますので、復旧・復興工事をご担当の現場代理人の方等のお申し込みを
お待ちしております。
　申込書は、当支部ホームページのトピックスに掲載しておりますので、必要事項を
記載の上、FAX（0985-20-8504）にお申込みください。

３．労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する
法律について

　改正の主なポイントは
　　１．個人事業者等の安全衛生対策の推進　　　　　２．職場のメンタルヘルス対策の推進
　　３．化学物質による健康障害防止対策等の推進　　４．機械等による労働災害防止の促進等
　　５．高年齢労働者の労働災害防止の推進　　　　　６．治療と仕事の両立支援の推進

　となっており、令和８年１月１日から段階的に施行されます。
　厚生労働省では、ホームページ内の特設ページにて周知を図っておりますのでご確認と対応方お願いいたします。

建災防
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１．令和７年中（１月～５月）の火薬類関係事故について
令和７年５月31日までに報告のあった全国における火薬類事故の発生状況

［Ⅰ］総括表（取扱・種類別一覧表）
項　　 　　　目 事故件数 異常事象 死亡者数 負傷者数

取　扱 種類別 件数 計 人数 計 人数 計 人数（重－軽） 計

製造中
産 業 火 薬
煙　　 火
がん具煙火

０
０
０

０
１
０
０

１
０
０
０

０
０－０
０－０
０－０

０－０

消費中
産 業 火 薬
煙　　 火
がん具煙火

１
３
２

６
３
７
５

15
０
０
０

０
０－０
０－５
０－０

０－５

運搬中
産 業 火 薬
煙　　 火
がん具煙火

０
０
０

０
１
０
０

１
０
０
０

０
０－０
０－０
０－０

０－０

玩弄中
産 業 火 薬
煙　　 火
がん具煙火

１
０
０

１
０
０
０

０
０
０
０

０
０－１
０－０
０－０

０－１

その他
産 業 火 薬
煙　　 火
がん具煙火

１
０
０

１
０
０
０

０
０
０
０

０
０－１
０－０
０－０

０－１

合　計
産 業 火 薬
煙　　 火
がん具煙火

３
３
２

８
５
７
５

17 ０ ０
０－２
０－５
０－０

０－７

［Ⅱ］　事故一覧（５月中発生分）
（産業火薬）～消費中

番号 発生日時 発生場所 死 傷 級 事　　　　故　　　　概　　　　要

１ ５月20日 
08：25頃

長野県 
安曇野市 ０ ０－０ Ｃ２

【火災】 高速道において、管理会社の従業員が道路作業用信
号炎管（火薬量130ｇ）を使用したところ、信号炎管が風で
転がって法面下草に着火し約130㎡を消失した。

（煙火）～消費中
番号 発生日時 発生場所 死 傷 級 事　　　　故　　　　概　　　　要

１ ５月５日 
20：20頃

秋田県 
井川町 ０ ０－０ Ｃ２

【地上開発】 イベント花火（10号玉まで）において、10号玉
を打ち揚げたところ、上空で開発せず、消費位置から67ｍ（安
全距離内）の地上に落下してから開発した。

２ ５月25日 
13：37頃

福島県 
南相馬市 ０ ０－０ Ｃ２

【低空開発】 馬追祭りで騎馬武者が争奪する神旗を入れた４
号玉を打ち揚げた際、通常は高さ約110ｍで開発し神旗を放
出するところ、何らかの理由で高さ約15ｍで開発した。

３ ５月26日
12：13頃

福島県 
南相馬市 ０ ０－０ Ｃ２

【低空開発】 馬追祭り後の神社で行う付随行事で、騎馬武者
が争奪する神旗を入れた３号玉を打ち揚げた際、通常は高
さ約70ｍで開発し神旗を放出するところ、何らかの理由で
高さ約10ｍで開発した。

火薬協会
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（百万円）
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月別請負金額の推移
令和５年度 令和６年度 令和７年度

１．宮崎県内の公共工事動向（前払保証分）（６月分）
西日本建設業保証㈱　宮崎支店

Ⅰ．全般の状況（増減率 ： 当月は前年同月比、累計は前年同期比）� （金額単位：百万円）

年　　度 当　月 累　計
件　数 増減率 請負金額 増減率 件　数 増減率 請負金額 増減率

令和７年度 300 ▲17.8% 16,688 4.4% 709 ▲23.8% 42,839 ▲19.0%
令和６年度 365 ▲6.6% 15,989 11.9% 930 5.6% 52,878 23.2%
令和５年度 391 19.6% 14,289 ▲10.3% 881 26.9% 42,928 1.4%
令和４年度 327 ▲11.4％ 15,930 6.0% 694 ▲13.5% 42,331 4.9%

Ⅱ．発注者別の状況（増減率 ： 当月は前年同月比、累計は前年同期比）� （金額単位：百万円）

発 注 者 当　月 累　計
件　数 増減率 請負金額 増減率 件　数 増減率 請負金額 増減率

国 25 ▲19.4% 3,667 ▲33.0% 69 ▲8.0% 8,787 ▲12.3%
独立行政法人等 3 200.0% 2,317 2980.2% 7 ▲30.0% 2,928 56.0%

県 94 10.6% 4,273 16.5% 217 ▲4.4% 13,266 ▲24.2%
市町村 179 ▲26.9% 6,677 ▲1.1% 415 ▲31.7% 17,654 ▲18.5%
その他 ▲1 ▲133.3% ▲247 1160.6% 1 ▲90.0% 203 ▲88.8%

計 300 ▲17.8% 16,688 4.4% 709 ▲23.8% 42,839 ▲19.0%

Ⅲ．地区別の状況（増減率 ： 当月は前年同月比、累計は前年同期比）� （金額単位：百万円）

地　　区 当　月 累　計
請負金額 増減率 請負金額 増減率

宮　 崎 3,464 ▲2.2% 7,871 ▲40.9%
日　 南 2,625 189.0% 5,487 51.2%
串　 間 156 ▲64.3% 380 ▲53.6%
都　 城 583 ▲68.8% 4,068 ▲57.8%
小　 林 686 ▲42.7% 2,028 ▲63.6%
高　 岡 366 57.0% 1,032 99.3%
西　 都 233 ▲20.0% 1,130 28.2%
高　 鍋 3,465 78.8% 4,174 40.6%
日　 向 1,987 ▲45.3% 7,001 10.4%
延　 岡 1,320 121.7% 6,167 ▲1.7%

　 西 臼 杵 　 1,799 34.0% 3,496 19.9%
計 16,688 4.4% 42,839 ▲19.0%

保証会社
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２．電子保証のご案内

宮崎県および県下市町村における
電子保証のご案内

「前払金保証」と「契約保証」の保証証書は、電子証書でのご提供が可能となりました。

電子保証とは 書面の「保証証書」に代わり「電子証書」（保証証書に記載する内容が記録されたデータ）

を受発注者がインターネットを通じて確認することができる仕組みです。

ご利用の要件 お客様が「ｅ-Ｎｅｔ保証」を利用し保証申込いただくこと

対象案件 工事および建設コンサルタント業務

対象の保証証書 前払金保証、中間前払金保証、契約保証

西日本建設業保証株式会社

電子メール
（※）

※ 一部発注者においては、電子メールではなく「紙」での提出となります。
令和６年４月現在、宮崎県・都城市・えびの市・高千穂町・高鍋町にて電子保証が利用可能です。電子保証の運用
を開始する市町村は今後も増加予定です。詳しくは西日本建設業保証までお問い合わせください。

保証会社
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３．中間前払金制度のご案内

保証会社
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建設業情報管理センターからのお知らせ
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１．工事総合補償プランのご案内

工事総合補償プラン
～（一社）宮崎県建設業協会会員の皆様へ～

損害

建設中の建物・資材

者
三
第

・

イ
バ
ル
ア

ト・

業
従

員
・

業
作
請
下

員
・員

備
警
場
現

従業員のケガや病気のリスク
事業賠償・費用
総合保険

第三者への損害賠償責任リスク

工事総合補償プランは2種類の保険から構成されています。

2種類の保険に
共通する特長

日本国内どこの工事現場
でも対象になります。

（注1）、（注2）

1

12

3

つけ忘れなし
2種類の保険が、
リスクを包括的に

補償します。

2 安 心
保険料の払込みは

口座振替が可能です。

3 便 利

建設業向け

・保険料は全額損金処理が可能
　※法人税基本通達9-3-5、9-3-6の2を準用
　　（2025年3月現在）
・従業員の病気による入院を補償
　※補償対象者は、社員、事業主、常勤の役員
　　およびパート・アルバイトのみです。
・業務中の地震によるケガも補償

・事業遂行にかかる賠償リスクを
　幅広く補償
・各種費用の補償により、
　賠償事故の解決までをサポート
・貴社のニーズに合わせたご契約
　プランの選択が可能

業務災害
総合保険

D-007704　（2026-03）

●この広告は保険商品の概要をご説明したものです。（2025年3月現在の内容です。）
　詳細につきましては、パンフレットをご参照いただき、取扱代理店・扱者または弊社にお問い合わせください。また、ご契約に際しては、保険商品に
　ついての重要な情報を記載した重要事項説明書（「契約概要」「注意喚起情報」等）を、事前に必ずご覧ください。

●事故の際、弊社は直接被害者との示談交渉は行いません。

引受保険会社

（注１）事業賠償・費用総合保険の「工事用物損害補償特約」では、土木工事等、工事の種類によっては対象とならない工事もあります。
（注２）業務災害総合保険では、工事の種類によっては対象とならない工事もあります。

●弊社の損害保険募集人は、保険契約締結の代理権を有しています。

事業賠償・費用総合保険
「工事用物損害補償特約」

工事対象物のリスク

〒105-8602 東京都港区虎ノ門4-3-20　

03-6848-8500
午前9時～午後5時（土・日・祝日・年末年始を除く）

https://www.aig.co.jp/sonpo

お問い合わせ・お申し込みは

TEL.0985-22-7171
一般社団法人 宮崎県建設業協会

〒880-0806 宮崎県宮崎市広島1-18-7 7F
TEL.0985-24-3412

宮崎支店（担当：木谷・光本）

AIG損保
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（担当：木谷・光本）

事故発生時の

解決援助
サービスのご案内

解決援助解決援助
万一の事故が発生した際は、親身な解決援助サービスにより、

スムーズな紛争解決をサポートいたします。

事故発生から解決までの流れ

01 事故の受付 被害状況の調査 保険金の額の算定

被害者に対する、
保険金の額の提示と意向確認

示談書の作成・締結の
サポート 解決（保険金のお支払い）

お客さまのご希望に応じて、当社から被
害者に直接ご連絡をして、お詫びの意を
お伝えするとともに、被害者との間で被
害状況の聞き取りや立会確認などをさせ
ていただきます。

事故の状況や被害の内容を丁寧にヒアリ
ングし、事故の対応についてのアドバイ
ス、補償の内容、必要書類をご案内し
ます。

契約内容と被害状況に基づき、お支払い
可能な保険金の額を算出します。

お客さまのご希望に応じて、算定した保険
金の額およびその根拠について、当社から
被害者にご説明させていただきます。また、
被保険者から被害者への情報の伝達や書類
の送付をお手伝いさせていただき 、 被保険
者の心理的・時間的なご負担を軽減します。

示談書 /免責証書のひな形を参考資料と
して提供させていただきます。また、被
保険者の指示に基づき、 そのひな形の入
力事務をお手伝いさせていただきます。

保険金をお支払いします。また、お支払
い金額、お支払い先などを被保険者に書
面でご案内します。

02

05 06

03

04

法律上、示談交渉（被害者との交渉そのもの）を代行することはできませんが、保険会社として可能な範囲で
被保険者の紛争解決をサポートします。示談交渉について

企業向け賠償責任保険　 2023.07月版 2023年7月1日以降使用

事故発生時の
企業向け賠償責任保険（国内リスク）

２．事故発生時の「解決援助」サービスのご案内

AIG損保
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建設業福祉共済団




